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製造基幹システムの目指すべき方向性
～スマートファクトリー実現に向けたデジタル基盤の再構築～

一方で直近ではSAPの2027年問題 1や国産メインフ
レーム各社 2、3の2035年までの販売・サービス停止等、
デジタル化の中でも特に製造基幹システムに課題を抱える
企業が数多くあり、関心が集まっている。日本の製造業、
特にプロセス産業では各社の製造プロセスや製品に特化
した製造基幹システムを独自開発してきた背景があり、長
年にわたる経営や業務の変化に対してシステム改修を行っ
てきた結果、システムの肥大化・複雑化を招き、製造基幹
システム刷新が困難となるケースが散見される。

序論
グローバル社会全体のデジタル化が進む中、日本にお
いてもデジタル化の重要性は一層高まっており、製造業に
おいては、スマートファクトリーの実現が各社の重要命題
の一つとなっている。背景として少子高齢化による労働人
口減少や暗黙知の消失等の対応策としてデジタル化への
期待が高まっていることに加え、大規模言語モデルや生成
AI等のソリューション技術が近年飛躍的に向上してきてお
り、得られるメリットや領域が拡大・拡張していることが挙
げられる。
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1. 製造業を取り巻くトレンド
製造業を取り巻く環境を俯瞰すると社会全体に関わるメ

ガトレンドと製造業それ自体のトレンドとの関係性を見る
ことができる（図1）。メガトレンドは汎用されるPESTに
Environment（環境）を加えたEPEST、製造業トレンド
はQCD（Quality/Cost/Delivery）で整理している。
メガトレンドでは、Environmentにおける環境規制厳
格化の加速やSocietyにおけるグローバルでの人口増加、
またEconomiyにおける各国のブロック経済の進展等が
主要なトレンドとして挙げられ、大きな転換期にあると言
える一方、メガトレンドの影響を受ける製造業トレンドでは、
コストの最小化とESG（CO2排出原単位、LCA等）を考慮
した品質担保、安定供給を前提としたサプライチェーンの
整備といった従来にも増して複雑かつ多角的な対応が求
められている。
これまでも日本の製造業では、QCD各々の観点におい
て製品開発から購買、製造、販売、物流、経理財務に至る
全ての部門が連携し、システムやデータ活用による改善を
目指して弛まぬ努力を継続してきた。しかしながら各事
業・部門の効率化や高度化を推進するあまりシステムや
データの個別最適化が進み、製造基幹システムの複雑化・
ブラックボックス化を招くこととなり、結果として昨今の環
境変化への対応が困難となるケースが散見される。今後、
社会からの要請が更に複雑かつ多角的になることを想定
すると、重要な打ち手となり得るスマートファクトリーの実
現に向けて、製造基幹システムの改修・刷新や製造現場
のデジタル化は、急速な変化により柔軟に対応できる仕組
みが求められる。

また環境問題を背景としたカーボンフットプリント（欧州
CBAM4等）の導入やブロック経済の進展に伴う関税率の
見直し5、資源循環・リサイクル法への対応 6、IoT化やサ
イバー脅威を背景としたサイバーセキュリティへの関心の
高まり7等、企業が新たに取り組むべき事象や規制は複雑
になっており、結果として製造基幹システム等のデジタル
に求められる要求事項も同様に高度化、複雑化していると
考えられる。
このように外部／内部の双方から製造基幹システムを
中心としたスマートファクトリー化の推進が求められる一
方で、レガシー化した既存システムの存在が足枷となり、
各社を悩ませているのが現状である。少子高齢化やグロー
バル展開における効率化・標準化への対応策として、ス
マートファクトリーが脚光を浴び、特にAIを始めとする先
進的な ITテクノロジーの活用に注目が集まりがちだが、古
くから製造現場を支えてきた製造基幹システムはスマート
ファクトリーの根幹を担っており、IoTやAI、ビッグデータ、
ロボット等の先新技術との連動・連携（製造実行の指示
および製造実績の受け皿）においても製造基幹システムの
見直しや高度化が欠かせない。
そこで、本稿では製造業、特にプロセス産業の製造基幹
システムに要求される機能を業態・業務分担毎の特徴か
ら整理し、製造基幹システムに求められる方向性を展望し
たい。
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図1. 製造業を取り巻く環境認識

出所：デロイト作成
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階層別システムモデルを業務領域に配置してみると図3
のように整理でき、各階層のシステムが情報連携を行いな
がら一連の業務運営が行われることがわかる。汎用的なイ
メージ図であるため、製造業各社のシステム構成によって
詳細は様々であるが、どの企業においても横軸の業務を階
層モデルのいずれかのシステムが担っており、その中枢を
担うのが製造基幹システムと言える。

2. 製造業におけるシステム構成について
本章では今後の製造業における製造基幹システムの在

り方を議論する前段としてこれまでの製造基幹システムの
構成について整理したい。製造業のシステムモデルとして
は、1995年に米国で定義された ISA958が国際的に広く
知られており、製造に係る業務機能がLevel 0：製造設備
からLevel 4：管理までの5つの階層モデルとして定義さ
れている。現在ではLevel 4の上位階層としてLevel 5：
経営・分析を加えた6階層の構成が標準として議論され
るケースが多い（図2）。
一般的に製造基幹システムとは、企業経営や業務運営

を下支えする中枢的な情報システムを指し、製造基幹シス
テムと定義される範囲は業界各社によって様々であるが、
本稿においては製造業に欠かせないERPの一部にあたる
生産管理領域とMESに代表される製造実行領域を製造
基幹システムと位置付け論じたい9。製造実行領域より下
位のシステム（Level 0～Level 2）は、製造業態によって
利用が分かれる領域であり、鉄鋼業等のプロセス産業で
は製品が製造ラインを自動で流れながら管理される製造
方式のため、Level 0～Level 2の下位システムとMES等
の製造実行領域のシステムとがデータ連携を行いながら
製造を実行するケースが多い。一方で、組立産業の一部で
はMESと設備・装置との連携を人手で担保しLevel 2や
Level 1に該当するシステムを持たないケースも一定数見
られる。プロセス産業を代表例とする前者の製造業態では、
MESと下位システムが連携するデータの内容は勿論のこ
と、データの粒度、連携タイミング、データ変換の仕様、履
歴データの保持等、インタフェースの仕様そのものが、品
質管理や工程管理の観点で非常に重要なポイントである
ことは触れておきたい。
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図2. 製造業の階層別システムモデル

出所：デロイト作成

出所：デロイト作成

図3. 階層別システムモデル＿業務領域配置
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クラウドベースのパッケージソリューションを可能な限り適
用していくことが時代の潮流であるだろう。一般的に管理
領域は経理・財務、販売、購買、人事といった製造業の業
態や製品特性への依存度が小さいどの企業においても必
須となる業務領域をカバーしており、対応すべき法規制観
点が定まっているため比較的確立された方法論があり、
Best Practiceとなる業務プロセスそのものをシステム機
能として持つパッケージソリューションが数多く存在する
（METI公開のDXレポート等 10）。一方で製造実行領域は、
製造プロセス・製品に特化した各社各様の業務要件への
対応が必須であり、業態に特化したパッケージソリューショ
ンは複数存在するものの、管理領域と比較すると画一的な
ソリューションがないと言えるだろう（図4）。
そのため、これまではスクラッチ開発で各社固有の要件
を実装したシステムを構築・改修しているケースが主流で
あり、管理領域の刷新を推進する企業が数多くある中、製
造実行領域の刷新には二の足を踏む企業が多いのではな
いかと考えられる。製造実行領域の刷新の難易度が高い
理由はいくつか考えられるが、主な理由として業態毎の製
造方式・製品特性に応じた受注、製造、品質管理、物流
等の業務を実行するために適材適所でのシステム機能配
置が求められる点や日系製造業の高品質を支えるきめ細
やかな管理、こだわりをシステム機能として実現している
点が挙げられるであろう。次章以降は具体的な例示を踏ま
えてこれらの点を考察したい。

3.  管理領域と製造実行領域のシステム機能分担と 
システム機能要件
ここまでの議論を踏まえ管理領域と製造実行領域を中
心としたシステム機能の役割分担について論じたい。経営
管理の視点が重視される管理領域とモノづくりの遂行に重
点が置かれる製造実行領域とでは業務の周期や管理する
KPIが異なるため、業務を担保する機能および保持する
データの粒度や鮮度が異なるのが一般的である。これらの
システム構造に起因したデータの差異によって在庫情報や
製造実績のタイムリーな把握に課題感を持つ企業も多い。
一方で管理領域と製造実行領域のデータ粒度や鮮度を

揃えることを追及し過ぎると同様の機能やデータを双方の
システムで持つシステムの二重化に陥るリスクがあり、管
理領域と製造実行領域とのシステム機能分担、データ保
持については業務運営の維持を前提として可能な限り重
複しない業務機能と情報連携によるシステム構成が理想
的である。しかしながら実態としては、旧来のスクラッチ
ベースでの長年の継ぎ足し改修等によって管理領域、製造
実行領域の双方に課題を持つ企業は多く、昨今の脱ホスト
や製造基幹システム刷新はこれらの課題を払拭し、システ
ム構成の見直しを行う契機と言えるだろう。
管理領域や製造実行領域のシステム刷新を検討する際

に大きな課題となるのがソリューションの選定である。未
だにスクラッチ開発によるオーダーメイド型のシステムで
なければ業務運用が難しい業態はあるものの、SaaS等の

図4. 一般的なシステム機能分担とシステム機能要件

Level 3
製造実行
（MES）

Level 4
管理
（ERP）

管理会計

財務会計

販売・購買

営業

人事

製造実行

品質管理

・
・
・

在庫管理

業態によって様々
※機能分担についても、各社各様
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•データ鮮度や粒度は精度の高さが求められる

出所：デロイト作成
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これに対してディスクリート産業は、様々な調達網を介
して複数の部品を調達し、完成品を組み立てて販売するビ
ジネスモデルであり、販売先顧客は川下の製造業（BtoB）
とエンドユーザー（BtoC）の両方のケースが見られる。複
数の部品から完成品を組立てて製造するため、品質・生
産管理における仕様・ロットはBOM（N⇒1）の構造を
取り、生産管理における優先事項として川上との需給バラ
ンスを維持しながら仲介・顧客の納期を担保することが重
視される（図5）。
様々な企業が複雑に絡み合うサプライチェーンでは稠密
な調整が行われており、プロセス産業・ディスクリート産
業の二元論で整理することは困難であるが、敢えて二元論
的に整理してみると品質担保を前提としてディスクリート
産業では在庫・納期を重視する傾向があるのに対し、プ
ロセス産業は製造効率の最大化を重視する傾向があると
考えられる（図6）。

4.  製造業態に応じた管理領域・製造実行領域への 
システム機能要件差異
本章では管理領域と製造実行領域へのシステム機能要

求に対して製品や製造方式がシステム構成に影響する一
例として、原料から複数の素材を連続的に製造するプロセ
ス産業と、部品・完成品を断続的に組み立てていくディス
クリート産業を比較したい。
プロセス産業は、調達した原料を用途に応じて複数の
製品に作り替えて販売するビジネスモデルであり、販売先
顧客は川下の製造業（BtoB）であることが多い。特定の
原料から複数の製品を製造するため、品質・生産管理に
おける仕様・ロットは家系図（1⇒N）の構造を取り、生
産管理における優先事項として納期の担保と川上・川下
間の需給バランスの両立が求められる。

家系図（1⇒N）
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図5. 製造全体における品質・生産・納期管理イメージ

出所：デロイト作成
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KPI同様に製造業態に応じて必要となるシステム機能も
異なるため、製造実行領域のシステム刷新においては業
態を十分に留意したパッケージソリューションの選定や
アーキテクチャの設計が必要となるのである。

プロセス産業、ディスクリート産業いずれもQCDを両立
させることにより収益を最大化させたいという製造業共通
の目的は同一である。ただし、製造業態が異なることによ
る前述の品質・生産管理のロット単位や納期管理の考え
方の違いが、製造実行領域のシステム機能として重視する
ポイントの差異として表れると考えられる。
例えば連続工程において異なる製造条件を持つ複数

ロットを管理するプロセス産業では、工程の生産性を最大
化するためスケジュール機能や製造ラインのコントロール、
実績管理等の機能が重視される。一方で組み立ての実行
とそのために必要な前面在庫の確保が重要となるディスク
リート産業では、前面在庫管理や各工程を平準化させるた
めの中間在庫管理、最終製品の納期遵守を前提とした複
数工程スケジューリング機能が重視される。このように製
造業態に応じて重視するKPIが異なるモデルケースとして
整理することができる（図7）。

業態毎の特徴 重視するポイント（≒システム機能要件）

プ
ロ
セ
ス
産
業

•連続的（工程）

•工程間は、在庫期間が比較的長い

•家系図（1⇒N）

•ロット、仕様、製造パターンが多い

•納期を担保しつつ、需給バランスと両立

デ
ィ
ス
ク
リ
ー
ト
産
業

•断続的（設備）

•設備間は、在庫期間が比較的短い

• BOM（N⇒1）

•前面在庫に必要部品が揃っている前提

•需給バランスを意識しつつ、納期担保を重視

•納期から逆算してスケジューリングしつつ、
需給バランスと両立できること

•稼働率最大化を志向（段取替え最小化が最優先）

•可能な限り、常にモノを流しつつ、
ロット、仕様、製造パターンの最適な組合せで
スケジューリングできること

•稼働率平準化を志向

•部品から順算して、スケジューリングできること

•納期から逆算して、スケジューリングできること納期管理

品質・生産
管理（ロット）

製造方法

納期管理

品質・生産
管理（ロット）

製造方法

図7. 業態毎の特徴に由来する重視するポイント

出所：デロイト作成
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た生産計画の変更が発生する頻度は比較的少なく、当初
計画通りに製造実行が行われるのが一般的である。製造
拠点よりも本社機能が強く、本社の意向が製造実行に反
映される欧米企業にはこのタイプが該当するケースが多い。
一方で納期が流動的なケースでは、前者と同様に計画と
製造実行が分業制であるケースに加えて本社、または主
要製造拠点の計画担当が生産計画を策定すると共に製造
現場に近い工場でも製造ラインの制約に応じた生産計画
を個別に策定して両者で調整するケースも見られる。この
ような業務分担は、受注後の需給変動に応じた納期変更
とそれに伴う生産計画の変更が発生することに起因すると
考えられ、製造現場で計画の変更から製造実行まで一貫
して実施できる権限を持たせる日系企業で多いケースと考
えられる。

5.  業務分担に応じた管理領域・製造実行領域への 
システム機能要件差異
前章で論じた製造業態に依存した要求機能の違いに加

え、本章では各企業における業務分担がシステム機能の
構成に及ぼす影響についても考察したい。前章に続いて二
元論的な例での議論となるが、納期が固定的で製造に係
る計画業務を本社や主要製造拠点の計画担当が一元的に
行い、策定された生産計画に沿って製造現場が製造実行
するケースと納期が流動的で計画担当と製造現場が都度
調整を繰り返しながら製造実行を行うケースの2つのタイ
プについて論じたい（図8）。
納期が固定的なケースにおいては、本社、または主要製

造拠点の計画担当が生産計画を策定し、工場が製造実行
を担当する分業制を採用するケースが多く、当初決められ

図8. 業務分担に基づくシステム要件の違い

出所：デロイト作成

緑字：本社主導型との差異

本社主導型 本社 – 工場調整型

納期前提

発注後の納期は、基本的に固定的
（カンバン、Time Fence等）

納期前提

発注後の納期は、基本的に流動的
（需給調整、中継地バランス調整等）

計画業務 製造実行業務

業務分担の考え方

•納期が固定的であり、本社が
主導

•本社が製造販売計画を担う

•計画の粒度は比較的大きい
（年次／期次／月次）

•工場が主導

•スケジューリングの粒度は
比較的細かい
（月次／週次／日時／都度）

計画業務 製造実行業務

業務分担の考え方

•納期が流動的であり、
本社・工場が相互に調整

•本社が製造販売計画を担い、
工場が製造計画を担う

•計画の粒度は比較的大きい
（年次／期次／月次）

•工場が主導

•スケジューリングの粒度は
比較的細かい
（月次／週次／日時／都度）

管理領域（ERP） 製造実行領域（MES）

システム機能要件

•計画策定、受発注、仕様設計
等の機能を担保できること

•製造実行（MES）領域からは、
製造や原価などの実績取得
が主

•スケジューリング、製造実行、
品質保証等の機能を担保
できること

•製造計画の見直し機能は不要

管理領域（ERP） 製造実行領域（MES）

システム機能要件

•計画策定、受発注、仕様設計
等の機能を担保できること

•製造実行（MES）領域からは、
製造や原価などの実績取得
に加え、見直し後の製造計画
反映機能が必要

•計画策定、スケジューリング、
製造実行、品質保証等の機能
を担保できること

•製造計画の見直し機能は必要
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の調整代は多く残されておらず本社の指示を完遂すること
に主眼が置かれた機能配置と言える。他方、本社・工場
調整型では、納期（≒製造タイミング）および製品仕様を
注文投入後に製造現場や需要家間で調整することが多い
ため、工場側での調整代が多く残されており、本社の指示
を受けると共に工場サイドで機動的に対応することに主眼
が置かれた機能配置と言える。

このように本社–工場調整型では柔軟な業務ニーズへ
の対応を管理領域、製造実行領域のシステム機能として実
装されており、きめ細かい業務運営が可能な一方でシステ
ム機能の肥大化、複雑化に繋がっており、製造実行領域の
システム刷新が困難となる一因と考えられる。

結果として本社、または主要製造拠点主導型のシステム
機能配置は管理領域が生産計画機能を担い、製造実行領
域が生産計画を前提とした詳細なスケジューリングを行う
機能を担う分担となることが一般的であり、情報・データ
連携についても管理領域から製造実行領域へ片方向に伝
送されるシステム機能配置となっているケースが多い。一
方で本社・工場調整型のシステム機能配置は本社と工場
の双方で生産計画の策定・変更を行うため、管理領域と
製造実行領域の双方に異なる生産計画機能を有して情
報・データ連携を双方向伝送できる機能配置となっている
ケースが多いと考えられる（図9）。
管理領域で策定された計画ありきで製造実行が行われ

る本社主導型では、納期（≒製造タイミング）および製品
仕様が、注文投入時に確定していることが多く、工場側で

図9. 業務分担の考え方に基づくシステム機能配置の違い

出所：デロイト作成

Do

ERP MES/SCMなど

本社主導型 本社 – 工場調整型

生産計画 受発注 仕様設計
（本社）

Plan

など

製造原価 間接費 売掛／
買掛

Do

など

生産計画
（工場）

生産変動
納期対応

仕様調整
（工場）

Plan

など

など

先行して
予算策定・
注文投入

直近の変動
を踏まえた
生産出荷計画
を策定

スケジューリング・製造

品質保証

出荷・在庫

Do

各種改善活動

など

Action
Delivery：納期改善Quality：品質改善 Cost：コスト改善

各種改善活動

Action
Delivery：納期改善Quality：品質改善 Cost：コスト改善

生産計画 受発注 仕様設計

Plan

など

製造原価 間接費 売掛／
買掛

Do

など など

管理部門から下命

EPM/BIなど

Check
など予実分析（管理会計） 外部環境変化

EPM/BIなど

Check
など予実分析（管理会計） 外部環境変化

スケジューリング・製造

品質保証

出荷・在庫

ERP

MES/   SCMなど

など
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結論・今後の展望
前述のとおり今後、製造業に求められる業務領域は、従

来の業務要件に加えて環境規制や貿易規制等への対応に
より複雑かつ高度化していくことは確実であり、これらの変
化に柔軟に対応しうる製造基幹システムの整備は経営上
の重要命題の一つといえる。
一方で日系企業では製品・製造プロセスの独自対応と

して既存の製造基幹システム、特に製造実行領域はスク
ラッチ開発による独自システムの構築を進めてきた背景が
あり、度重なる改修によるシステムの複雑化、保守運用コ
ストの増大、保守運用における高齢化・人材不足によりこ
れまでと同様の業務・システムの運用は限界に来ている
と言えるだろう。
一つの解決策として考えられるのは、これまでは製造実

行領域ではあまり適用されてこなかったMESパッケージ
適用である。多くのMESパッケージには製造実行領域で
必要な機能が、標準機能として一定数用意されており、自
社へのカスタマイズを行うことにより標準機能をそのまま
使用できるケースも多い。また多くのパッケージ製品が定
期的な機能拡張やバージョンアップを行っており、それら
の恩恵を享受することもパッケージ適用のメリットの一つ
である。しかしながら日本の製造業の強みであるきめ細や
かな製造・品質管理や独自性（維持向上・現場主導によ
る不断の努力）を実体化した既存システムをパッケージ機
能のみで置き換えることは現実的ではないであろう。その
ため製造基幹システム刷新においては、パッケージ機能を
適用可能な標準化業務と自社独自の競争力の源泉となる
ような差別化業務との切り分けを行うことが重要である。
標準化業務に関してはパッケージ適用により保守運用のコ
ストや要員の低減を図る一方で、差別化業務はスクラッチ
開発やアドオン開発を併用することで競争力の維持・強化
を図るべきと考えられる。多くのMESパッケージでは、一
定の拡張開発を前提としたアーキテクチャやローコード開
発が可能なSDK（Software Development Kit）が予め
用意されている製品も多く、従来はスクラッチ開発しか選
択肢のなかったソリューションにおいても様々な選択肢を
検討可能となってきている。製造基幹システム刷新におい
ては上記の観点で自社業務の仕分け、出口としてのソ
リューションの選定、各業務をどのようなシステム機能とし
て実現するかというデザインを着実に実行することが成功
への要諦となる。さらには製造基幹システム刷新の成否が、
スマートファクトリー化に向けた製造デジタル基盤の強
化・高度化に直結し、ひいては将来の製造実力の向上を
大きく左右すると言っても過言ではないだろう。
今後、製造基幹システム刷新を検討される日系企業各

社において本稿がシステム刷新の方向性を考える上での
一助となれば幸いである。

6. 製造基幹システム刷新に向けた方法論
今後の製造基幹システム刷新の機会においては管理領

域と製造実行領域の両輪で、自社の経営目標を達成すべ
く、業態に応じたパッケージソリューションやスクラッチ開
発を取捨選択することが重要である。
特に製造実行領域に関しては昨今ERP領域では一般的
なアプローチになりつつある業務自体をパッケージ機能に
合わせるFit to Standardは適さないと考えられ、現状業
務の課題分析を行ったうえで新業務の設計を行い、新業務
を実現するための ITソリューションを検討するという従来
からあるアプローチがシステム実現性やリスクの観点で適
していると考えられる。
実際には現行システムの階層・機能が複雑化・ブラッ

クボックス化していることから、目指すべき業務を実現す
るためのシステム構成・機能分担の仕分けが困難となり、
製造基幹システム刷新の際に大きな課題となるケースも
多い。
従来からあるフレームワークとしてMESAが定義した

MES11機能 11が広く知られており、業務機能の仕分けを
行う際の目安として活用可能であるが、一般的なモデルで
あるため、企業固有の要件に対応するには十分ではない。
MESA11機能を元に現代の日系製造業の実態に近い形
にカスタマイズした日本エンジニアリング協会作成の
ERP・MES機能の読み替え・評価フォーマット12も活用
可能と考えられるが、やはり企業の固有要件を検討するに
は十分とは言えないだろう。MESパッケージ各社ではソ
リューションに基づく機能テンプレートを有しており、それ
らと自社が必要とする機能要件を比較して判断するのが有
効な手段であるが、自社要件に対してどのMESパッケー
ジを検討すべきかという一次判断に知見が必要であり、検
討に時間を有することが課題であろう。デロイトではこれ
までの実績・知見に基づく独自のMES機能フォーマットを
有しており、効率的かつ効果的な評価が可能である。また、
汎用および業界特化型ベンダー評価に関しても知見を有
しており、業界別に適したMESベンダーの評価リストやプ
ロセス産業（鉄鋼業）に特化したテンプレートを活用して
各社の実態に即したソリューション選定が可能である。
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～RPAは変革のカギになりえるか～ 
※化学業界向けニュースレター「扉」Vol.25との合併号

Vol.16 AIを制す者は、世界を制す 
～AIに乗り遅れる者（企業）は市場から消える。AIに乗り遅れる国（文化）が衰退する～

Vol.17 マクロトレンドから読み解く鉄鋼業界の経営環境変化

Vol.18 静脈産業に求められる変革 ～金属スクラップ市場への提言～

Vol.19 Future of Mining ～The �low-hanging fruit� has gone～

Vol.20 素材産業における次世代オペレーションプラットフォームの構築 
～RPA最新状況と更なる拡大に向けた考察～ 
※化学業界向けニュースレター「扉」Vol.26との合併号

Vol.21 グローバル・サプライチェーン・プラットフォーム 
～金属業界のサプライチェーンの未来を描く～

Vol.22 金属業界の経営管理 ～景気後退に備える損益実態見える化～

Vol.23 量子コンピュータによるビジネスモデル変革 ～素材業界の未来を描く～ 
※化学業界向けニュースレター「扉」Vol.27との合併号

Vol.24 鉄鋼業界の未来への道標 ～DX銘柄への変貌～

Vol.25 COVID-19の脅威と金属業界への影響 ～不確実な未来へのSign～

Vol.26 気候変動に対する金属業界の新たな挑戦

Vol.27 ゼロカーボン・スチール実現に向けた論点と鉄鋼業界が歩むべき道

Vol.28 グリーンスチール最前線 
～欧州の現在地と�ネットゼロ�を左右する5つの論点～

Vol.29 金属スクラップのリサイクルチェーン動向 
～日本の目指すべき姿：仮説～

Vol.30 金属スクラップを活用したレアメタルの戦略的確保に向けて 
～コバルトに着目した金属業界の在り方～

Vol.31 金属スクラップのリサイクルチェーン動向 
～国内外で始まる業界再編について～

Vol.32 日本の「電炉シフト」の方向性 
～トランプエレメント克服法～

Next Stage バックナンバー　　バックナンバー送付をご希望の方はご連絡ください。

デロイト トーマツ コンサルティング　ECMM（エネルギー、素材化学、鉄鋼領域）ユニット
デロイト トーマツ コンサルティング（DTC）は、�グローバルでNO.1を達成する日本企業を創るために能動的に提言・発信する�ため、デロイトが持つ150カ国、20万人超のネットワーク 
とコンサルティングのみならず、監査、税務、法務、ファイナンシャル・アドバイザリーの総合力を活かし、国内のみならず海外においても、戦略とその導入・実現に至るまで一貫した 
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Webページ
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